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１．平成19年８月期の連結業績（平成18年９月１日～平成19年８月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
当期純利益

又は損失（△）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年８月期 7,480 37.2 98 △62.9 98 △61.0 △144 ―

18年８月期 5,452 32.1 266 264.0 253 153.5 185 376.9

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年８月期 △10,116 92 ― ― △16.3 3.4 1.3

18年８月期 14,447 03 14,405 52 27.1 10.9 4.7

（参考）持分法投資損益 19年８月期 ―百万円 18年８月期 ―百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年８月期 2,984 856 27.0 59,897 92

18年８月期 2,765 1,040 35.1 67,948 24

（参考）自己資本 19年８月期 971百万円 18年８月期 805百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年８月期 △172 △157 194 687

18年８月期 36 △184 356 822

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年８月期 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

19年８月期 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

20年８月期（予想） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

３．平成20年８月期の連結業績予想（平成19年９月１日～平成20年８月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 4,200 20.3 130 304.5 80 ― 5,594 40

通期 9,000 14.8 400 ― 250 ― 17,482 52
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　有

新規 2社 （社名　株式会社ＳＯＲＡ、有限会社ＤＡＲＩＹＡ） 除外 0社  

（注）詳細は、５ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　有

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年８月期 14,300株 18年８月期 14,300株

②　期末自己株式数 19年８月期 0株 18年８月期 0株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、35ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年８月期の個別業績（平成18年９月１日～平成19年８月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年８月期 3,501 15.0 △33 ― △27 ― △227 ―

18年８月期 3,044 45.0 156 197.7 136 227.5 134 ―

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

19年８月期 △15,914 72 ― ―

18年８月期 10,490 74 10,460 60

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年８月期 2,622 808 30.8 56,569 23

18年８月期 2,559 1,058 41.3 73,997 77

（参考）自己資本 19年８月期 1,058百万円 18年８月期 808百万円

２．平成20年８月期の個別業績予想（平成19年９月１日～平成20年８月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 2,000 13.9 50 ― 35 ― 2,447 55

通期 4,200 19.9 180 ― 150 ― 10,489 51

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　当連結会計年度（平成18年９月１日～平成19年８月31日）における我が国の経済状況は、企業収益の改善を背景と

した設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善や個人消費の持ち直しなど、景気は回復基調で推移しました。しかしな

がら、原油価格の高騰や金利上昇懸念など、今度とも景気の先行きには注視する必要があります。

　介護業界におきましては、一部の大手介護事業者の不正申請・不正請求による行政処分の結果、事業譲渡を余儀な

くされ、サービスの継続など世論を巻き込み問題化しました。

　また、昨年改定の介護保険法により人員基準の強化等から管理コストが増大し、一部の事業者が事業継続を断念し、

Ｍ＆Ａ等の方法により事業整理を図っているケースも見受けられてきております。

　このような状況のもと当社グループは、主力事業である認知症対応型共同生活介護事業（グループホーム）を中心

に積極的に事業展開いたしました。

　まず、平成18年10月に神奈川地区で「愛の家グループホーム横浜瀬谷」、愛知地区で「愛の家グループホームとこ

なめ」及び「愛の家グループホーム常滑社辺」の計３棟を、平成19年２月に岐阜地区で「愛の家グループホームたる

い」、同年５月に新潟地区で「愛の家グループホーム上越名立」、同年８月に埼玉地区で「愛の家グループホーム狭

山」を新規開設した他、平成18年12月に岡山地区で有限会社タートルより「グループホームタートル」（現「愛の家

グループホームタートル」）の営業権を譲受、平成19年３月に北海道地区で有限会社ＤＡＲＩＹＡの全株式を取得し

たことにより「グループホームＤＡＲＩＹＡ」（現「愛の家グループホーム札幌星置」）の営業を継承し、同年７月

に埼玉地区で有限会社ゆうりんより「グループホームゆうりんの郷」の営業権を譲受、更に同年８月に千葉地区で株

式会社トータルケアサポートより「さくらの家二子」「さくらの家東船橋」「さくらの家国分」「さくらの家東松戸」

「さくらの家流山」５棟の営業権を譲受し、全８６箇所のグループホームを運営することとなりました。

　このほか、上記グループホームもしくは既存の施設に併設する施設として平成19年５月に新潟地区で居宅支援事業

所「愛の家居宅介護支援センター上越」を、同年８月に埼玉地区で通所介護施設（デイサービス）「愛の家デイサー

ビスセンター狭山」及び山梨地区で居宅支援事業所「愛の家居宅介護支援センター甲府後屋」を新規開設した他、同

年同月に千葉地区で株式会社トータルケアサポートよりデイサービス「ケアサポート２４船橋」及びデイサービス・

ショートステイ併設の「デイホームさくらの家」の営業権を譲受いたしました。

　また、今後懸念される介護の現場における労働力不足確保に寄与するため、平成18年12月に株式会社ＳＯＲＡを設

立し、平成19年６月より営業開始し、当社グループ内外問わず介護スタッフの紹介・派遣をいたしました。

　この結果、前年比でグループホーム14棟増の８６棟、デイサービス３箇所増の４箇所、居宅支援事業所２箇所増の

４箇所、新たにショートステイ１箇所及び昨年度開設の特定施設１棟の運営を行うこととなり業容は拡大し、売上高

7480,862千円（前連結会計年度比37.2％増）、営業利益98,669千円（前連結会計年度比62.9％減）、経常利益98,879

千円（前連結会計年度比61.0％減）、当期純損失144,671千円（前連結会計年度当期純利益185,514千円）となりまし

た。

(2）財政状態に関する分析

　当連結会計年度末における当社グループの総資産は前連結会計年度末より219,249千円（7.9％）増加し、2,984,822

千円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末より118,147千円増加し、2,123,942千円となりました。流動資産の主な増減要因は、

事業規模拡大に伴う売掛金が197,142千円（21.0％）増加し、1,138,068千円となった一方で、現金及び預金が135,872

千円（16.5％）減少し、687,111千円となったことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末より101,102千円増加し、860,879千円となりました。固定資産の主な増減要因は、

新規介護施設開設等による差入保証金が70,077千円（12.7％）増加し、621,010千円となった他、子会社の完全子会社

化等により連結調整勘定が26,370千円（104.1％）増加し、51,697千円となったことによるものであります。

　一方、当連結会計年度末における当社グループの負債は、前連結会計年度末より385,569千円（21.5％）増加し、

2,984,822千円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末より451,720千円増加し、1,588,105千円となりました。流動負債の主な増減要因は、

短期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）が294,842千円（43.8％）増加し、短期借入金が757,600千円、一

年内返済予定の長期借入金が209,754千円となった他、事業規模拡大に伴う従業員の増加により給与が増加したため未

払金が120,423千円（41.3％）増加し、411,983千円となったことによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末より48,306千円減少し、540,176千円となりました。固定負債の主な増減要因は、約

定返済により長期借入金が86,514千円（20.9％）減少し、326,600千円となったことによるものであります。

　当社グループの当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末より184,164千円（17.7％）減少し、856,540

千円となりました。純資産の主な増減要因は、当期純損失を計上したことにより利益剰余金が144,671千円（50.0％）

減少したことによるものであります。

　また、当社グループの当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は前連結会計年度

末より135,872千円減少し、687,111千円となりました。
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　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況及び主な要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用された資金は、172,424千円（前連結会計年度は36,532千円の資金増）となりました。

収入の主な内訳は、不動産整理損169,970千円の他、事業拡大に伴う従業員給与の増加により未払金の増加136,441

千円等であり、支出の主な内訳は、税金等調整前当期純損失85,057千円、事業拡大に伴う売掛金の増加187,923千円、

不動産整理取引にかかる支出超過額が169,970千円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用された資金は、157,925千円（前連結会計年度比14.0％減）となりました。

これは、新規施設等の差入保証金71,307千円、子会社の完全子会社化等にかかる子会社株式取得支出57,000千円等

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、194,477千円（前連結会計年度比45.4％減）となりました。

これは、長期借入金の約定返済による支出195,272千円などの一方で、短期借入金の増加収入256,076千円等による

ものであります。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要な課題として認識しておりますが、過年度における累積損失に加え、

当期純損失を計上しており、過去において配当を実施しておりません。 

　今後につきましては、永続的な利益成長を図るため、早期に累積損失を解消し、企業体質の強化や事業拡大に要す

る内部留保の充実に努めることを念頭に置きながら、株主利益を尊重し、利益に応じた配当を実施することを基本方

針といたします。

(4）事業等のリスク

　①個人情報の保護について

　当社グループは、個人情報の取扱においては介護保険法及び個人情報保護法等の関係諸法令を遵守し、厚生労働省

の策定したガイドラインに則った規則を整備し、運用しております。本社及び全国のホームで使用しているパソコン

におきましても使用者制限、データ閲覧の制限をかけております。また、グループホームの入居契約時には「個人情

報使用同意書」の締結も行っており、個人情報の取扱には細心の注意を払っております。しかしながら、万一、外部

からの不正アクセスや、社内管理の不手際等から情報の漏洩が発生した場合には、当社グループへの損害賠償や社会

的信用の失墜により、当社グループの事業展開及び業績に影響を与える可能性があります。

　②人材の確保について

　当社グループが主に展開しているグループホームの運営においては高い専門性と知識・経験が必要とされる認知症

介護が行われており、当社グループが事業を拡大させていくためにケアマネージャー等有資格者及び優秀な人材の育

成、資格取得のサポートに積極的に取り組んでおりますが、優秀な人材の採用、育成が新規施設開設の時期やスピー

ドに間に合わない場合には、開発計画の修正が必要となることもあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。
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２．企業集団の状況
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム：以下、「グループホーム」といいま

す。）事業を主とした介護サービス事業を行っております。「その人らしい、シルバーライフのおてつだい」を経営

理念とし、その実現のために「グループホームからひろがるケアサービス事業、そして、安心して暮らせる街づくり

へ」を経営方針として掲げております。

(2）目標とする経営指標

　少子高齢化の急速な進展に伴いシルバー産業の事業領域お広がっており、介護サービス市場においても収益拡大が

今後も期待できる状況となっております。当社グループとして主たる事業であるグループホーム運営と介護付有料老

人ホームの運営による安定的な収益を確保するために運営棟数の増加と既存施設において継続的に高い入居率を確保

することが重要な課題であると考えております。

　かかる観点から、規模の拡大を図ると共に運営効率を高め、中長期的には売上高及び営業利益において前年比30％

以上の増加を目指していく方針であります。

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当社は今後とも拡大が予想される介護サービス市場において、事業の集中と選択を常に意識し、介護保険の制度改

正の影響を最も受けにくく、また、高い専門性から同業他社の算入が容易ではない認知症ケア及びグループホームを

中心とした居住系介護サービス事業に特化した戦略を継続していきます。

　そして中長期的には当社の事業所をコアにして、行政機関・医療機関・他の介護事業者・地域自治体等が連携をと

り地域の高齢者が安心して暮らせる街「シルバーヴィレッジ」の実現をはかっていきます。

(4）会社の対処すべき課題

　①人材の確保と教育

　現在、介護の人材の需要が急増しているのに対して、質・量ともに人材の供給は不足しており、不均衡がおきてい

る状態です。そのような中、当社は他社との差別化をはかりケアスタッフ及び有資格者（ケアマネージャー）の必要

人員を確保していきます。その具体的な対策として既存の職員を対象に社内ケアマネージャー養成支援制度を整備し、

ケアマネージャー試験対策にかかる費用を助成しているほか、ヘルパー２級講座を開講し、質の高いケアスタッフの

養成を行い、その修了者を首都圏を中心とした当社の介護事業所において受入を行っております。

　また、介護スタッフの紹介・派遣を行う株式会社ＳＯＲＡを設立し、人材供給を行っております。

　質の向上のための施策としては、全ホームをテレビ会議ネットワークでつなぎ、教育・研修を適宜おこなうことに

より、高いレベルで均質化されたホーム運営をおこなうことを目指しております。その他にも、全事業所のホーム長

を対象に事故対策委員会・業務改善委員会等の各種委員会を設置し、各事業所が自発的に質の向上に取り組める体制

を構築していきます。

　②サービス拠点の拡大

　当社の主たる事業であるグループホーム事業は各地域の行政に指定介護事業者の指定を受ける必要があり、市町村

で策定される介護保険事業計画によって新規開設に影響がある場合があります。当社においては、全国で展開してい

る既存事業所を通じて、地域の行政の動向、立地に関する情報の収集を積極的におこない、地位企業性の意向に沿っ

た形でサービス拠点の拡大をはかっていきます。さらに地域住民との交流を活発に行い、地域における「愛の家グルー

プホーム」のブランド力を向上させることにより、他社との差別化をはかっていきます。

　③新規サービスの展開

　平成18年４月の介護保険法の改正により新たな介護保険サービスの類型として地域密着型サービスが創設されまし

た。そして当該改正により「施設介護から在宅介護へ」「身体介護から認知症介護へ」という流れが一層鮮明になり

ました。

　当社はこうした新しい介護サービスの潮流をとらえ、グループホームで培った認知症介護のノウハウを生かし、利

用者の多岐にわたるニーズにこたえるため、「アンサンブル」の名称で介護付有料老人ホーム（特定施設入居者生活

介護）を前期より開設したほか、グループホームに併設する形で認知症対応型通所介護（認証デイサービス）を新規

サービス事業として開始いたしました。

(5）その他、会社の経営上重要な事項

　特筆すべき重要な事項はありません。

 

－ 6 －



４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成18年８月31日）
当連結会計年度

（平成19年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金   822,984   687,111   

２　売掛金   940,926   1,138,068   

３　たな卸資産   22,313   17,333   

４　繰延税金資産   23,919   34,725   

５　その他   195,923   246,972   

貸倒引当金   △272   △269   

流動資産合計   2,005,795 72.5  2,123,942 71.2 118,147

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産         

(1）建物及び構築物  14,286   16,705    

減価償却累計額  △4,071 10,214  △5,195 11,510   

(2）車両運搬具  1,205   3,062    

減価償却累計額  △908 297  △2,407 654   

(3）土地   15,000   15,000   

(4）その他  29,959   36,755    

減価償却累計額  △9,867 20,091  △19,957 16,798   

有形固定資産合計   45,603 1.7  43,963 1.4 △1,639

２　無形固定資産         

(1）のれん   25,327   70,728   

(2）その他   2,641   4,241   

無形固定資産合計   27,969 1.0  74,970 2.5 47,001
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前連結会計年度

（平成18年８月31日）
当連結会計年度

（平成19年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３　投資その他の資産         

(1）投資有価証券 ※１  127,022   92,988   

(2）長期前払費用   4,070   3,401   

(3）差入保証金   550,933   621,010   

(4）その他   4,178   24,544   

投資その他の資産合計   686,204 24.8  741,945 24.9 55,740

固定資産合計   759,776 27.5  860,879 28.8 101,102

資産合計   2,765,572 100.0  2,984,822 100.0 219,249

         

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　買掛金   19,626   20,057   

２　短期借入金   500,000   757,600   

３　一年内返済予定の長期
借入金

  172,512   209,754   

４　未払金   303,641   411,983   

５　未払法人税等   40,030   71,546   

６　未払費用   38,682   26,482   

７　賞与引当金   48,601   62,861   

８　その他   13,291   27,820   

流動負債合計   1,136,384 41.1  1,588,105 53.2 451,720

Ⅱ　固定負債         

１　長期借入金   413,114   326,600   

２　繰延税金負債   866   －   

３　退職給付引当金   18,151   30,211   

４　長期預り金   156,350   183,365   

固定負債合計   588,482 21.3  540,176 18.1 △48,306

負債合計   1,724,867 62.4  2,128,281 71.3 403,414
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前連結会計年度

（平成18年８月31日）
当連結会計年度

（平成19年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１　資本金   869,750 31.4  869,750 29.1 0

２　資本剰余金   389,750 14.1  389,750 13.1 0

３　利益剰余金   △289,118 △10.4  △433,790 △14.5 △144,671

株主資本合計   970,381 35.1  825,709 27.7 △144,671

Ⅱ　評価・換算差額等         

その他有価証券評価差
額金

  1,278 0.0  △20,368 △0.7 △21,647

評価・換算差額等合計   1,278 0.0  △20,368 △0.7 △21,647

Ⅲ　少数株主持分   69,044 2.5  51,199 1.7 △17,844

純資産合計   1,040,704 37.6  856,540 28.7 △184,164

負債純資産合計   2,765,572 100.0  2,984,822 100.0 219,249
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

１　介護事業売上高  5,263,308   7,332,492    

２　その他事業売上高  189,654 5,452,963 100.0 148,370 7,480,862 100.0 2,027,898

Ⅱ　売上原価         

１　介護事業売上原価  4,400,806   6,325,703    

２　その他事業売上原価  170,000 4,570,806 83.8 125,822 6,451,525 86.2 1,880,719

売上総利益   882,157 16.2  1,029,337 13.8 147,179

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

１　広告宣伝費  2,886   20,034    

２　貸倒引当金繰入額  156   49    

３　役員報酬  29,443   45,538    

４　給与手当  215,775   315,780    

５　賞与  28,594   41,254    

６　賞与引当金繰入額  7,471   8,595    

７　法定福利費  33,586   47,853    

８　退職給付費用  1,808   3,262    

９　旅費交通費  47,830   68,757    

10　通信費  18,872   24,953    

11　地代家賃  20,105   36,317    

12　減価償却費  526   1,093    

13　支払手数料  68,733   104,189    

14　租税公課  55,391   71,619    

15　消耗品費  9,624   12,164    

16　社員採用費  10,802   28,177    

17　賃借料  20,177   29,166    

18　のれん償却額  8,506   17,319    

19　その他  35,855 616,150 11.3 54,540 930,667 12.5 314,517

営業利益   266,006 4.9  98,669 1.3 △167,337
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前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息  51   1,074    

２　受取配当金  600   3,294    

３　投資有価証券売却益  25,455   12,388    

４　補助金収入  14,807   9,258    

５　雑収入  2,541 43,456 0.8 3,048 29,063 0.4 △14,392

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  20,156   25,406    

２　株式交付費  5,743   －    

３　株式上場費用  26,849   －    

４　雑損失  3,022 55,772 1.0 3,446 28,853 0.4 △26,918

経常利益   253,691 4.7  98,879 1.3 △154,811

Ⅵ　特別利益         

１　固定資産売却益 ※１ 28,190   492    

２　関係会社株式売却益  30,000   －    

３　その他特別利益  － 58,190 1.1 52 544 0.0 △57,645

Ⅶ　特別損失         

１　固定資産除却損 ※２ －   683    

２　投資有価証券評価損  28,917   11,520    

３　退職給付費用  11,003   －    

４　不動産整理損 ※３ －   169,970    

５　その他特別損失  － 39,920 0.7 2,308 184,482 2.4 144,561

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△）

  271,961 5.0  △85,057 △1.1 △357,018

法人税、住民税及び事
業税

 37,854   69,990    

法人税等調整額  31,635 69,489 1.3 △10,805 59,184 0.8 △10,305

少数株主利益   16,957 0.3  430 0.0 16,526

当期純利益又は当期純
損失（△）

  185,514 3.4  △144,671 △1.9 △330,186

         

－ 11 －



(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

 

株主資本
評価・換算差
額等

少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成17年８月31日残高（千円） 680,000 200,000 △477,020 402,979 △6,844 52,087 448,223

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 189,750 189,750  379,500   379,500

当期純利益   185,514 185,514   185,514

持分法適用会社減少による増加   2,387 2,387   2,387

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

    8,123 16,957 25,080

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

189,750 189,750 187,901 567,401 8,123 16,957 592,481

平成18年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 △289,118 970,381 1,278 69,044 1,040,704

当連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 

株主資本
評価・換算差
額等

少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成18年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 △289,118 970,381 1,278 69,044 1,040,704

連結会計年度中の変動額        

当期純損失（△）   △144,671 △144,671   △144,671

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

    △21,647 △17,844 △39,492

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

  △144,671 △144,671 △21,647 △17,844 △184,164

平成19年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 △433,790 825,709 △20,368 51,199 856,540
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益  271,961 △85,057 △357,018

減価償却費  10,337 14,176 3,838

のれん償却額  8,506 17,319 8,812

不動産整理損  － 169,970 169,970

貸倒引当金の増減額  156 △3 △159

賞与引当金の増減額  △4,634 14,260 18,894

退職給付引当金の増減額  18,151 12,059 △6,092

受取利息及び受取配当金  △651 △4,368 △3,716

支払利息  20,156 25,406 5,249

投資有価証券評価損  28,917 11,520 △17,397

投資有価証券売却益  △25,455 △12,388 13,067

関係会社株式売却益  △30,000 － 30,000

株式交付費  5,743 － △5,743

株式上場費用  26,849 － △26,849

固定資産売却益  △28,190 △492 27,697

有形固定資産除売却損  － 683 683

売上債権の増減額  △349,412 △187,923 161,489

たな卸資産の増減額  △15,418 4,980 20,398

仕入債務の増減額  66,439 135,441 69,002

未払消費税等の増減額  7,916 △11,400 △19,317

長期預り金の増減額  156,350 26,137 △130,212

不動産整理取引による収入  － 117,000 117,000

不動産整理取引による支出  － △286,970 △286,970

その他  △87,964 △70,837 17,127

小計  79,759 △110,486 △190,245
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前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

利息及び配当金の受取額  651 4,368 3,716

利息の支払額  △20,352 △25,858 △5,505

法人税等の支払額  △23,526 △40,449 △16,923

営業活動によるキャッシュ・フロー  36,532 △172,424 △208,957

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △138,234 △13,691 124,543

有形固定資産の売却による収入  122,988 4,770 △118,217

無形固定資産の取得による支出  △108 － 108

営業譲受に伴う支出  ※２ － △20,000 △20,000

投資有価証券の取得による支出  △193,460 △120,372 73,088

投資有価証券の売却による収入  222,715 132,760 △89,955

新規連結子会社株式取得
による支出

※３ － △9,451 △9,451

少数株主からの子会社株式の
取得による支出

 － △57,000 △57,000

敷金保証金の差入による支出  △204,631 △70,077 134,553

貸付金の実行による支出  － △4,294 △4,294

その他  5,884 △569 △6,453

投資活動によるキャッシュ・フロー  △184,845 △157,925 26,919
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前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  △200,000 256,076 456,076

長期借入れによる収入  300,000 150,000 △150,000

長期借入金返済による支出  △106,042 △199,272 △93,230

株式発行による収入  379,500 － △379,500

株式交付に伴う支出  △5,743 － 5,743

株式上場に伴う支出  △11,522 △15,326 △3,804

子会社設立に伴う少数株主払込
による収入

 － 3,000 3,000

財務活動によるキャッシュ・フロー  356,191 194,477 △161,714

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  207,878 △135,872 △343,751

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  615,105 822,984 207,878

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  822,984 687,111 △135,872
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　　　　11社

主要な連結子会社名

メディカル・ケア・サービス北海道㈱

メディカル・ケア・サービス日崎㈱

メディカル・ケア・サービス東北㈱

メディカル・ケア・サービス新潟㈱

メディカル・ケア・サービス南埼玉㈱

メディカル・ケア・サービス東海㈱

メディカル・ケア・サービス関西㈱

㈱エム・シー・エス四国

メディカル・ケア・サービス福岡㈱

メディカル・ケア・サービス九州㈱

㈱やさしい手エムシーエス

 

(1）連結子会社の数　　　　　　　11社

主要な連結子会社名

メディカル・ケア・サービス北海道㈱

メディカル・ケア・サービス東北㈱

メディカル・ケア・サービス新潟㈱

メディカル・ケア・サービス南埼玉㈱

メディカル・ケア・サービス東海㈱

メディカル・ケア・サービス関西㈱

㈱エム・シー・エス四国

メディカル・ケア・サービス九州㈱

㈱やさしい手エムシーエス

㈱ＳＯＲＡ

㈲ＤＡＲＩＹＡ

　上記のうち、株式会社ＳＯＲＡについ

ては、当連結会計期間において新たに設

立したため、また、有限会社ＤＡＲＩＹ

Ａについては、当連結会計期間において、

全株式を取得したため、連結の範囲に含

めております。

　また、メディカル・ケア・サービス福

岡株式会社とメディカル・ケア・サービ

ス九州株式会社は平成19年５月31日に合

併し、メディカル・ケア・サービス九州

株式会社となっております。

　また、メディカル・ケア・サービス北

海道株式会社とメディカル・ケア・サー

ビス日崎株式会社は平成19年８月１日に

合併し、メディカル・ケア・サービス北

海道株式会社となっております。

(2）主要な非連結子会社名

──────

(2）主要な非連結子会社名

──────

２　持分法の適用に関する事

項

(1）持分法を適用した関連会社数　０社

会社等の名称

──────

　従来、持分法適用会社であったエ

ム・シーエス武蔵野株式会社は、所有

株式の全てを売却し関連会社ではなく

なったため、当連結会計年度より持分

法の適用範囲から除いております。

(1）持分法を適用した関連会社数　０社

会社等の名称

──────

 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称

──────

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称

──────

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

４　会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

同左

②たな卸資産

ａ商品

最終仕入原価法

②たな卸資産

ａ商品

同左

ｂ貯蔵品

最終仕入原価法

ｂ貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産……定率法

　ただし、建物（附属設備は除く。）

は、定額法によっております。

　尚、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　　３年～24年

構築物　　　　　　　　15年～20年

車両運搬具　　　　　　２年～４年

工具器具備品　　　　　２年～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、法人税法の改正

（（所得税法の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令第83号））に

伴い、平成19年４月１日以降に取得取得

の固定資産については、改正法人税法に

規定する償却方法により減価償却費を計

上しております。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

(3）重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

　全額支出時の費用として計上してお

ります。

(3）重要な繰延資産の処理方法

──────
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

(4）重要な引当金の計上基準

ａ貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(4）重要な引当金の計上基準

ａ貸倒引当金

同左

ｂ賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

連結会計年度に見合う分を計上してお

ります。

ｂ賞与引当金

同左

ｃ退職給付引当金

　当社において、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込み額に基づき計

上しております。

ｃ退職給付引当金

　当社において、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

　なお、数理計算上の差異については、

発生年度の翌期より平均残存勤務期間

以内の一定年数（４年）による定額法

により処理することとしております。

（追加情報）

　当社において退職給付債務等の算定

については、従来簡便法を採用してお

り支給要件を満たすものがおりません

でしたが、従業員の増加のため、当連

結会計年度から原則法を採用しており

ます。この結果、従来の方法によった

場合と比べ、売上原価が5,340千円増

加するとともに、売上総利益が同額減

少し、販売費及び一般管理費が1,808

千円増加し、営業利益、経常利益はそ

れぞれ7,148千円減少しております。

　又、当連結会計年度の期首において

退職給付債務の簡便法と原則法の差額

11,003千円を特別損失に計上し、税金

等調整前当期純利益が18,151千円減少

しております。

 

 

 

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方法

ａヘッジ会計の方法

　当社の利用する金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

ａヘッジ会計の方法

同左

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……同左

ヘッジ対象……同左

ｃヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており

ます。

ｃヘッジ方針

同左

ｄヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の判定を省略

しております。

ｄヘッジ有効性評価の方法

同左

(7）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

　課税事業者である当社及び株式会社

やさしい手エムシーエスについては税

抜方式によっておりますが、免税事業

者であるその他については税込方式に

よっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

　課税事業者である当社及び株式会社

ＳＯＲＡについては税抜方式によって

おりますが、免税事業者であるその他

については税込方式によっております。

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、

全面時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんは５年の均等償却

を行っております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値変

動について僅少なリスクしか負わない短期

的な投資であります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

──────

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は971,659千円で

あります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

──────

 

 

 

──────

 

 

 

 （消費税等の会計処理）

　当連結会計年度より連結子会社である株式会社やさ

しい手エムシーエスについて、消費税等の会計処理を

税抜処理より税込処理へ変更いたしました。この変更

は、従来は課税事業者でありましたが、当連結会計年

度より免税事業者となったことによるものであります。

この変更による影響は軽微であります。

──────

 

 

 

 （企業結合に係る会計基準等）

 当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成

17年12月27日　企業会計基準第７号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準適用指針第10号）を適用しております。
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、連結調整勘定として掲記され

ていたものは、当連結会計年度からののれん又は負ののれ

んと表示しております。

──────

 

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、連結調整勘定償却として掲記

されていたものは、当連結会計年度からのれん償却額又は

負ののれん償却額と表示しております。

──────

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、連結調整勘定償却額として掲

記されていたものは、当連結会計年度からのれん償却額と

表示しております。

──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

 　　該当事項はありません。

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※１　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 28,190千円 車両運搬具 492千円

※２　　　　　　　 ────── ※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 16千円

構築物 563千円

工具器具備品 103千円

　計 683千円

 ※３　不動産整理損の内容は次のとおりであります。

　時価（固定資産税評価額）と乖離した不動産取引に

おいて、中間期に販売用不動産評価損を計上しており、

当期売却いたしましたが、当該取引を通常の不動産取

引同様に営業取引として処理するのは適切ではないと

判断し、中間期計上の評価損と物件売却損益をすべて

とりまとめて不動産整理損として特別損失計上いたし

ました。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 12,800 1,500 － 14,300

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

新株発行による増加　　　1,500株

２　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,300 － － 14,300

 

２　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成18年８月31日現在） （平成19年８月31日現在）

現金及び預金勘定 822,984千円

現金及び現金同等物 822,984千円

現金及び預金勘定 687,111千円

現金及び現金同等物 687,111千円

※２　　　　　　　 ──────

  

 ※３　　　　　　　 ──────

 ※２　　営業譲受により増加した資産の主な内訳

のれん 20,000千円

※３　　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産および負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得のための支出（純額）との関係は次のとおり

であります。

流動資産 14,706千円

固定資産 2,379千円

のれん 6,996千円

流動負債 △8,328千円

固定負債 △878千円

新規連結子会社株式の取得価

額

14,876千円

新規連結子会社の現金及び現

金同等物

△5,424千円

差引：子会社取得のための支

出

9,451千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 80,566 17,487 63,078

ソフトウェア 30,583 12,008 18,574

合計 111,149 29,496 81,653

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 103,431 36,897 66,533

ソフトウェア 34,769 18,473 16,296

合計 138,201 55,370 82,830

２　未経過リース料期末残高相当額等 ２　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 22,197千円

１年超 60,615千円

合計 82,813千円

１年内 27,422千円

１年超 56,714千円

合計 84,137千円

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 16,077千円

減価償却費相当額 15,330千円

支払利息相当額 1,069千円

支払リース料 27,198千円

減価償却費相当額 25,874千円

支払利息相当額 1,756千円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度（平成18年８月31日） 当連結会計年度（平成19年８月31日）

取得原価
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額（千円）

差額（千円）
取得原価
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得価額を超える

もの
      

・株式 104,266 106,412 2,145 － － －

小計 104,266 106,412 2,145 － － －

連結貸借対照表計上額が取得価額を超えな

いもの
      

・株式 20,610 20,610 － 113,356 92,988 △20,368

小計 20,610 20,610 － 113,356 92,988 △20,368

合計 124,876 127,022 2,145 113,356 92,988 △20,368

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。減損処理に当たっては、年度末における時価が取得

原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考

慮して必要と認められる額について減損処理を行っております。

なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損11,520千円を計上しております。

２　売却したその他有価証券

前連結会計年度（平成18年８月31日） 当連結会計年度（平成19年８月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）
売却額（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

162,715 25,455 － 132,760 12,388 －
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１　取引の内容

　当社は金利スワップ取引を利用しております。

１　取引の内容

同左

２　取引に対する利用目的及び取組方針

　当社は資金調達コスト削減を目的として特例処理の要

件を満たす金利スワップ取引を利用しており、ヘッジ会

計を行っております。投機目的の取引は行わない方針で

あります。

２　取引に対する利用目的及び取組方針

同左

ａヘッジ会計の方法

　当社の利用する金利スワップについては特例処理の

要件を満たしているので、特例処理を採用しておりま

す。

ａヘッジ会計の方法

同左

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……同左

ヘッジ対象……同左

ｃヘッジ方針

　借入金の変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。

ｃヘッジ方針

同左

ｄヘッジ有効性の評価

　金利スワップについては特例処理の要件を満たして

いるので、有効性の判定を省略しております。

ｄヘッジ有効性の評価

同左

３　取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。

　取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機関であり、

相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほと

んどないと判断しております。

３　取引に係るリスクの内容

同左

４　取引に係るリスク管理体制

　当社のデリバティブ取引は経営会議の承認を受けて執

行しており、当該執行部署はリスク及び損益の状況を常

時把握し、必要に応じて経営陣に報告しております。

４　取引に係るリスク管理体制

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日

至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会

計を適用しているので注記の対象から除いております。

同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　退職一時金制度のみを採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 21,349千円

②退職給付引当金 18,151千円

③未認識数理計算上の差異 3,197千円

①退職給付債務 32,359千円

②退職給付引当金 30,211千円

③未認識数理計算上の差異 2,398千円

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

①退職給付費用 18,151千円

②勤務費用 6,983千円

③利息費用 164千円

④原則法への変更に伴う費用処理額 11,003千円

①退職給付費用 12,059千円

②勤務費用 10,939千円

③利息費用 320千円

④原則法への変更に伴う費用処理額 －千円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率 1.5％

②退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準

③数理計算上の差異の処理年数 ４年

①割引率 1.5％

②退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準

③数理計算上の差異の処理年数 ４年
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（ストック・オプション等関係）

 

前連結会計年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内訳

 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　 8名

当社監査役　　　 3名

当社従業員　　　12名

子会社取締役　　 5名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　　128株

付与日 平成18年１月23日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成19年８月23日から平成27年８月22日まで

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

 平成18年ストック・オプション

権利確定前（株）  

前連結会計年度末 －

付与 128

失効 －

権利確定 128

未確定残 －

権利確定後（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

②　単価情報

 平成18年ストック・オプション

権利行使価格（円） 150,000

行使時平均株価（円） －

付与日における公正な評価単価（円） －

－ 29 －



当連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

１　ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　該当事項はありません。

 

２　ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産・流動） （繰延税金資産・流動）

賞与引当金 19,634千円

貸倒引当金 62千円

退職給付引当金 7,333千円

未払法定福利費 2,138千円

未払事業税 3,875千円

一括償却資産 419千円

未払事業所税 512千円

投資有価証券評価損 11,682千円

繰越欠損金 87,542千円

小計 133,202千円

評価性引当額 △108,198千円

繰延税金資産 25,003千円

賞与引当金 25,395千円

貸倒引当金 42千円

退職給付引当金 12,205千円

未払法定福利費 2,899千円

未払事業税 5,287千円

一括償却資産 719千円

未払事業所税 379千円

投資有価証券評価損 16,336千円

繰越欠損金 135,938千円

小計 199,205千円

評価性引当額 164,480千円

繰延税金資産 34,725千円

（繰延税金負債・流動） ――――――

未収事業所税 △1,084千円

繰延税金負債 △1,084千円

（繰延税金負債・固定） ――――――

その他有価証券評価差額金 866千円

繰延税金負債 866千円

繰延税金資産・負債の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

繰延税金資産・負債の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

流動資産　－　繰延税金資産 23,919千円

固定負債　－　繰延税金負債 866千円

流動資産　－　繰延税金資産 34,725千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

住民税均等割額 8.2％

評価性引当額 △25.0％

のれん償却額 1.3％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.6％

 
税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載し

ておりません。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

 
介護事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 5,263,308 189,654 5,452,963 － 5,452,963

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 5,263,308 189,654 5,452,963 － 5,452,963

営業費用 4,858,680 173,833 5,032,514 154,442 5,186,956

営業利益又は営業損失（△） 404,628 15,820 420,449 △154,442 266,006

Ⅱ　資産、減価償却及び資本的支出      

資産 1,494,051 10,600 1,504,651 1,260,920 2,765,572

減価償却費 9,810 － 9,810 526 10,337

資本的支出 43,429 － 43,429 96,814 140,244

　（注）１　事業区分の方法

事業の種類及び性質等を考慮して区分しております。

事業区分の方法については、従来、「介護事業」の単一事業でありましたが、当連結会計年度より、不動産

等の販売を開始したため、「その他事業」を事業区分として追加しております。

２　各事業区分の主な内容

(1）介護事業　　介護施設の運営・管理

(2）その他事業　不動産等の販売

３　営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（154,442千円）の主なものは、当社の総務部

門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,260,920千円）の主なものは、現金及び預金、長期投

資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

 

当連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 
介護事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 7,332,492 148,370 7,480,862 － 7,480,862

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 888 888 △888 －

計 7,332,492 149,259 7,481,751 △888 7,480,862

営業費用 6,744,303 188,702 6,933,005 449,187 7,382,193

営業利益又は営業損失（△） 588,188 △39,443 548,745 △450,076 98,669

Ⅱ　資産、減価償却及び資本的支出      

資産 1,781,548 14,382 1,795,930 1,188,891 2,984,822

減価償却費 12,147 － 12,147 790 12,938

資本的支出 9,480 － 9,480 － 9,480
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　（注）１　事業区分の方法

事業の種類及び性質等を考慮して区分しております。

２　各事業区分の主な内容

(1）介護事業　　介護施設の運営・管理

(2）その他事業　不動産等の販売、人材紹介派遣

３　営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（449,187千円）の主なものは、当社の総務部

門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,188,891千円）の主なものは、現金及び預金、長期投

資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（2）に記載のとおり、当連結会計年度より固定資産

の減価償却方法を改正法人税法に規定する償却方法に変更しております。これによる各事業セグメントの営

業利益に与える影響は軽微であります。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

　当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
三光ソフ

ラン㈱

埼玉県

さいたま市

大宮区

965,185
建築・不

動産事業

(被所有)

直接

60.6

兼任

２名
－

介護施設の仕

入（注）２①
170,000 － －

改修工事等

（注）２①
3,471 未払金 1,484

不動産賃借

（注）２②
395 未払金 395

　（注）１　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

①　三光ソフラン㈱からの介護施設の仕入及び改修工事等は一般の取引条件と同様に決定しております。

②　三光ソフラン㈱との不動産賃借は賃借面積按分により決定しております。

当連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
三光ソフ

ラン㈱

埼玉県

さいたま市

大宮区

965,185
建築・不

動産事業

(被所有)

直接

60.6

兼任

２名
－

仲介手数料の

支払（注）２

①

4,440 － －

改修工事等

（注）２①
2,477 未払金 31

不動産賃借

（注）２② 
2,728 － －

営業協力等

 
1,056 － －

　（注）１　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

①　三光ソフラン㈱からの仲介手数料の支払及び改修工事等は一般の取引条件と同様に決定しております。

②　三光ソフラン㈱との不動産賃借は賃借面積按分により決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１株当たり純資産額 67,948.24円

１株当たり当期純利益金額 14,447.03円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
14,405.52円

１株当たり純資産額 59,897.92円

１株当たり当期純利益金額 △10,116.92円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

 

　（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

（平成18年８月31日）
当連結会計年度末

（平成19年８月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額

（千円）
1,040,704 856,540

普通株式に係る純資産額（千円） 971,659 805,340

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株

当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る連結会計年度末の純資産額との差額

（千円）

69,044 51,199

（うち、少数株主持分（千円）） (69,044) (51,199)

普通株式の発行済株式数（株） 14,300 14,300

普通株式の自己株式数（株） － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（株）
14,300 14,300

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

連結損益計算書上の当期純利益（千円） 185,514 △144,671

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 185,514 △144,671

普通株式の期中平均株式数（株） 12,841 14,300

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数（株）

（新株予約権）

37 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 

────── 平成17年８月23日臨時株主総会

 特別決議　新株予約権（128株）

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成18年８月31日）
当事業年度

（平成19年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金   711,673   563,413   

２　売掛金 ※１  556,778   517,566   

３　商品   2,009   2,047   

４　貯蔵品   11,663   8,909   

５　仮払金   13,991   －   

６　前払費用   65,620   71,479   

７　繰延税金資産   14,630   17,658   

８　未収入金   14,397   17,164   

９　立替金 ※１  391,033   518,503   

10　その他   6,593   1,347   

貸倒引当金   △155   △106   

流動資産合計   1,788,238 69.9  1,717,984 65.5 △70,254
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前事業年度

（平成18年８月31日）
当事業年度

（平成19年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産         

(1）建物  3,410   4,343    

減価償却累計額  △737 2,672  △898 3,444  772

(2）構築物  2,914   2,011    

減価償却累計額  △594 2,319  △508 1,502  △816

(3）車両運搬具  1,205   1,205    

減価償却累計額  △908 297  △1,020 185  △112

(4）工具器具備品  29,765   34,237    

減価償却累計額  △9,683 20,082  △19,064 15,173  △4,908

(5）土地   15,000   15,000  0

有形固定資産合計   40,371 1.6  35,305 1.3 △5,065

２　無形固定資産         

(1）電話加入権   1,570   1,570   

(2）商標権   －   1,599   

(3）のれん   －   19,031   

無形固定資産合計   1,570 0.0  22,201 0.9 20,631

３　投資その他の資産         

(1）投資有価証券   127,022   92,988   

(2）関係会社株式   329,500   428,376   

(3）長期前払費用   3,783   2,702   

(4）差入保証金   265,181   298,744   

(5）従業員長期貸付金   －   4,294   

(6）その他   4,178   20,250   

投資その他の資産合計   729,666 28.5  847,355 32.3 117,689

固定資産合計   771,608 30.1  904,863 34.5 133,254

資産合計   2,559,846 100.0  2,622,847 100.0 63,000
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前事業年度

（平成18年８月31日）
当事業年度

（平成19年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　買掛金   10,116   12,109   

２　短期借入金   500,000   757,600   

３　一年内返済予定の長期
借入金

  172,512   209,754   

４　未払金 ※１  174,798   229,911   

５　未払費用   18,666   23,001   

６　未払法人税等   26,275   25,468   

７　前受金   2,847   3,566   

８　預り金   4,867   15,172   

９　賞与引当金   26,371   32,394   

10　その他   11,751   681   

流動負債合計   948,205 37.0  1,309,657 49.9 361,452

Ⅱ　固定負債         

１　長期借入金   413,114   326,600   

２　繰延税金負債   866   －   

３　退職給付引当金   18,151   30,211   

４　長期預り金   121,340   147,438   

固定負債合計   553,472 21.6  504,249 19.3 △49,223

負債合計   1,501,678 58.7  1,813,907 69.2 312,228
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前事業年度

（平成18年８月31日）
当事業年度

（平成19年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１　資本金   869,750 34.0  869,750 33.2 －

２　資本剰余金         

資本準備金  389,750   389,750    

資本剰余金合計   389,750 15.2  389,750 14.9 －

３　利益剰余金         

その他利益剰余金         

繰越利益剰余金  △202,610   △430,191    

利益剰余金合計   △202,610 △7.9  △430,191 △16.4 △227,580

株主資本合計   1,056,889 41.3  829,308 31.6 △227,580

Ⅱ　評価・換算差額等         

その他有価証券評価差
額金

  1,278 0.0  △20,368 △0.8 △21,647

評価・換算差額等合計   1,278 0.0  △20,368 △0.8 △21,647

純資産合計   1,058,168 41.3  808,939 30.8 △249,228

負債純資産合計   2,559,846 100.0  2,622,847 100.0 63,000
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

１　介護事業売上高  2,855,080   3,355,706    

２　その他事業売上高  189,654 3,044,735 100.0 146,000 3,501,706 100.0 456,971

Ⅱ　売上原価         

１　介護事業売上原価  2,203,686   2,761,141    

２　その他事業売上原価  170,000 2,373,686 78.0 125,198 2,886,339 82.4 512,652

売上総利益   671,048 22.0  615,367 17.6 △55,681

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

１　広告宣伝費  2,771   14,225    

２　貸倒引当金繰入額  102   －    

３　役員報酬  25,443   33,988    

４　給料手当  192,540   227,358    

５　賞与  26,681   29,849    

６　賞与引当金繰入額  7,018   6,098    

７　法定福利費  31,303   35,525    

８　福利厚生費  3,110   2,215    

９　退職給付費用  1,808   3,262    

10　旅費交通費  39,365   39,766    

11　通信費  16,071   19,940    

12　地代家賃  18,357   21,005    

13　減価償却費  526   1,093    

14　支払手数料  49,794   80,426    

15　租税公課  44,782   56,484    

16　消耗品費  8,635   8,969    

17　社員採用費  10,462   27,144    

18　賃借料  17,021   24,106    

19　その他  18,916 514,714 16.9 17,455 648,914 18.6 134,200

営業利益
又は営業損失（△）

  156,334 5.1  △33,547 △1.0 △189,881
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前事業年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息  1,305   10,526    

２　受取配当金  600   3,294    

３　事業所税還付金  1,414   －    

４　自動販売機収入  922   1,133    

５　開所祝い金  50   30    

６　投資有価証券売却益  25,455   12,388    

７　補助金収入  6,455   6,310    

８　雑収入  0 36,205 1.2 318 34,000 1.0 △2,204

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  20,268   25,406    

２　株式交付費  5,743   －    

３　株式上場費用  26,849   －    

４　雑損失  2,993 55,854 1.8 2,660 28,066 0.8 △27,787

経常利益
又は経常損失（△）

  136,685 4.5  △27,614 △0.8 △164,299

Ⅵ　特別利益         

１　固定資産売却益 ※１ 28,190   492    

２　関係会社株式売却益  30,000   －    

３　その他  － 58,190 1.9 48 540 0.0 △57,649

Ⅶ　特別損失         

１　固定資産除却損 ※２ －   683    

２　投資有価証券評価損  28,917   11,520    

３　退職給付費用  11,003   －    

４　不動産整理損 ※３ －   169,970    

５　その他特別損失  － 39,920 1.3 1,909 184,083 5.2 144,162

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△）

  154,954 5.1  △211,156 △6.0 △366,111

法人税、住民税
及び事業税

 18,717   19,451    

法人税等調整額  1,526 20,243 0.7 △3,027 16,423 0.5 5,288

当期純利益又は当期純
損失（△）

  134,711 4.4  △227,580 △6.5 △362,292
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売上原価明細書

１．介護事業売上原価

  
前事業年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　材料費  137,604 6.3 163,808 5.9 26,203

Ⅱ　労務費  1,395,997 63.3 1,695,697 61.4 299,699

Ⅲ　経費 ※１ 670,084 30.4 901,635 32.7 231,550

当期売上原価  2,203,686 100.0 2,761,141 100.0 557,454

　（注）※１　主な内訳は、次の通りであります。

前事業年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

地代家賃 343,211千円

水道光熱費 98,087千円

消耗品費 31,446千円

賃借料 41,609千円

旅費交通費 46,287千円

減価償却費 7,708千円

地代家賃 450,050千円

水道光熱費 116,954千円

消耗品費 40,716千円

賃借料 54,319千円

旅費交通費 62,373千円

減価償却費 9,787千円

２．その他事業売上原価

  
前事業年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

不動産購入費  170,000 100.0 125,198 100.0 △44,801

当期売上原価  170,000 100.0 125,198 100.0 △44,801
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金資本準備金

資本剰余金
合計

繰越利益剰
余金

利益剰余金
合計

平成17年８月31日残高（千円） 680,000 200,000 200,000 △337,322 △337,322 542,677 △6,844 535,833

事業年度中の変動額         

新株の発行 189,750 189,750 189,750   379,500  379,500

当期純利益    134,711 134,711 134,711  134,711

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

      8,123 8,123

事業年度中の変動額合計（千円） 189,750 189,750 189,750 134,711 134,711 514,211 8,123 522,334

平成18年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 389,750 △202,610 △202,610 1,056,889 1,278 1,058,168

当事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金資本準備金

資本剰余金
合計

繰越利益剰
余金

利益剰余金
合計

平成18年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 389,750 △202,610 △202,610 1,056,889 1,278 1,058,168

事業年度中の変動額         

新株の発行         

当期純損失（△）    △227,580 △227,580 △227,580  △227,580

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

      △21,647 △21,647

事業年度中の変動額合計（千円）    △227,580 △227,580 △227,580 △21,647 △249,228

平成19年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 389,750 △430,191 △430,191 829,308 △20,368 808,939
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

ａ子会社株式

移動平均法に基づく原価法

ａ子会社株式

同左

ｂその他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

ｂその他有価証券

同左

 

 

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

ａ商品

最終仕入原価法

ａ商品

同左

ｂ貯蔵品

最終仕入原価法

ｂ貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産……定率法

　ただし、建物（附属設備を除く。）は

定額法によっております。

　尚、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　３年～24年

構築物　　　　　　　　　　　20年

車両運搬具　　　　　　　　　２年

工具器具備品　　　　　４年～20年

有形固定資産……定率法

　建物

同左

 

 

 

 

 

 ──────

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正

（（所得税法の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令第83号））に

伴い、平成19年４月１日以降に取得取得

の固定資産については、改正法人税法に

規定する償却方法により減価償却費を計

上しております。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

４　繰延資産の処理方法 株式交付費

　全額支出時の費用として計上しておりま

す。

株式交付費

──────
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項目
前事業年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度に見合う分を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、

発生年度の翌期より平均残存勤務期間以

内の一定年数（４年）による定額法によ

り処理することとしております。

（追加情報）

　退職給付債務等の算定については、従

来簡便法を採用しており支給要件を満た

すものがおりませんでしたが、従業員の

増加のため、当事業年度から原則法を採

用しております。この結果、従来の方法

によった場合と比べ、売上原価が5,340

千円増加するとともに、売上総利益が同

額減少し、販売費及び一般管理費が

1,808千円増加し、営業利益、経常利益

はそれぞれ7,148千円減少しております。

　又、当事業年度の期首において退職給

付債務の簡便法と原則法の差額11,003千

円を特別損失に計上し、税引前当期純利

益が18,151千円減少しております。

──────

 

 

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

７　ヘッジ会計の方法 ａヘッジ会計の方法

　当社の利用する金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしているので、

特例処理を採用しております。

ａヘッジ会計の方法

同左

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……同左

ヘッジ対象……同左

ｃヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っております。

ｃヘッジ方針

同左

ｄヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満た

しているため、有効性の判定を省略して

おります。

ｄヘッジ有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成

15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

―――

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は1,058,168千円

であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

 

―――

 

 

―――

 

 

 

（企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　

平成17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）を適用

しております。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年８月31日）

当事業年度
（平成19年８月31日）

※１　（関係会社に対する資産及び負債）

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

※１　（関係会社に対する資産及び負債）

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

売掛金 105,294千円

立替金 358,090千円

売掛金 68,841千円

立替金 440,338千円

未払金 1,409千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年９月１日

至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※１　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 28,190千円 車両運搬具 492千円

※２　　　　　　　　────── ※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

  建物 16千円

構築物 563千円

工具器具備品 103千円

　計 683千円

 ※３　　　　　　  　──────  ※３　不動産整理損の内容は次のとおりであります。

　市場価額と乖離した不動産取引において、中間期に

販売用不動産評価損を計上しており、当期売却いたし

ましたが、当該取引を通常の不動産取引同様に営業取

引として処理するのは適切ではないと判断し、中間期

計上の評価損と物件売却損益をすべてとりまとめて不

動産整理損として特別損失計上いたしました。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

自己株式に関する事項

　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 80,566 17,487 63,078

ソフトウェア 30,583 12,008 18,574

合計 111,149 29,496 81,653

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 103,431 36,897 66,533

ソフトウェア 34,769 18,473 16,296

合計 138,201 55,370 82,830

２　未経過リース料期末残高相当額等 ２　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 22,197千円

１年超 60,615千円

合計 82,813千円

１年内 27,422千円

１年超 56,714千円

合計 84,137千円

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 16,077千円

減価償却費相当額 15,330千円

支払利息相当額 1,069千円

支払リース料 27,198千円

減価償却費相当額 25,874千円

支払利息相当額 1,756千円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成17年９月１日　至平成18年８月31日）及び当事業年度（自平成18年９月１日　至平成19年８

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成18年８月31日）

当事業年度
（平成19年８月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内

訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内

訳

（繰延税金資産・流動） （繰延税金資産・流動）

賞与引当金 10,653千円

貸倒引当金 62千円

退職給付引当金 7,333千円

未払法定福利費 1,160千円

未払事業税 3,105千円

一括償却資産 219千円

未払事業所税 512千円

投資有価証券評価損 11,682千円

繰越欠損金 36,645千円

小計 71,377千円

評価性引当額 △55,661千円

繰延税金資産 15,715千円

賞与引当金 13,087千円

貸倒引当金 42千円

退職給付引当金 12,205千円

未払法定福利費 1,494千円

未払事業税 2,381千円

一括償却資産 373千円

未払事業所税 379千円

投資有価証券評価損 16,336千円

繰越欠損金 104,043千円

小計 150,243千円

評価性引当額 △132,585千円

繰延税金資産 17,658千円

（繰延税金負債・流動） ――――――

未収事業所税 △1,084千円

繰延税金負債 △1,084千円

（繰延税金負債・固定）  ――――――

その他有価証券評価差額金 866千円

繰延税金負債 866千円

（注）繰延税金資産・負債の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

（注）繰延税金資産・負債の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産　－　繰延税金資産 14,630千円

固定負債　－　繰延税金負債 866千円

流動資産　－　繰延税金資産 17,658千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％

住民税均等割額 12.1％

評価性引当額 △41.4％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.1％

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載し

ておりません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１株当たり純資産額 73,997.77円

１株当たり当期純利益金額 10,490.74円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
10,460.60円

１株当たり純資産額 56,569.23円

１株当たり当期純利益金額 △15,914.72円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

 

　（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

（平成18年８月31日）
当事業年度末

（平成19年８月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 1,058,168 808,939

普通株式に係る純資産額（千円） 1,058,168 808,939

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円）純

資産の部の合計額と１株当たり純資産額の算

定に用いられた普通株式に係る事業年度末の

純資産額との差額（千円）

－ －

普通株式の発行済株式数（株） 14,300 14,300

普通株式の自己株式数（株） － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（株）
14,300 14,300

２　１株当たり当期純利益金額

 
前事業年度

（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

当事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

損益計算書上の当期純利益（千円） 134,711 △227,580

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 134,771 △227,580

普通株式の期中平均株式数（株） 12,841 14,300

潜在株式調整後の１株当たり当期純利益の算

定に用いた普通株式増加数（株）

（新株予約権）

37 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 

──────  平成17年８月23日臨時株主総会

 特別決議　新株予約権（128株）

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。
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６．その他
(1）役員の異動

①　代表取締役の異動

 代表取締役の異動はありません。

②　その他の役員の異動

・新任取締役候補

（新役職名）  （氏　　名） （現役職名）

 専務取締役 山崎　千里 執行役員　経営企画統括 

・退任予定取締役

 　常務取締役　　髙橋　英司

③　就任予定日

 　平成19年11月27日開催予定の定時株主総会、取締役会において上記役員人事を決定する予定であります。

 

(2）その他

 該当事項はありません。
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